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論　文
協働プロセスの推進要因について
― Ansell & Gashの協働ガバナンスモデルの精緻化 ―
小　川　大　和
アブストラクト：1990年代以降，公共領域の課題を国家・政府が単独で解決するのではなく，自治会・
NPOなどの市民セクターや民間セクターといった多様なアクターの参画により解決していく協働とい
う手法が主流になっている。本論文では，協働研究の先進地であるアメリカで近年発表された協働に関
する文献（88本）を系統的レビューし，その結果を踏まえて，Ansell & Gashの協働ガバナンスモデル
を精緻化することを目的とする。協働ガバナンスモデルは，2008年までに発表された協働に関する論文
をメタ分析し，そこから協働の推進要因を抽出することで構築されたモデルである。本論文では，協働
ガバナンスモデル発表後，すなわち，2009年～2017年までに発表された論文から協働の推進要因を抽出
し，協働ガバナンスモデルを更新することで学術的・実務的な示唆を得る。
１　はじめに
1990年代以降，公共領域の課題を国家・政府
が単独で解決するのではなく，自治会・NPO
などの市民セクターや民間セクターといった多
様なアクターの参画により解決していく協働と
いう手法が主流になっている。協働は，参加型
民主主義の高まり，世界的な市民社会組織の台
頭，公共領域の拡大と行政が対応し得る範囲の
縮小等を背景として，国・地方自治体により推
進され，そのための基盤・環境整備が進み，全
体の実施件数は増加傾向にある。他方，４割の
自治体で件数減にあるという調査結果（日経グ
ローカル（2009：8-19））もあり，実施には困
難も伴っていることが窺える。このような状況
を踏まえると，協働の推進に資する要因やプロ
セス，手法等が科学的に明らかにされ，実務家
にフィードバックされることで，更に効果的・効
率的な協働が各地で行われていくと考えられる。
そこで，本論文では，協働研究の先進地であ
るアメリカで近年発表された協働に関する文献
（88本）を系統的レビューし，その結果を踏ま
えて，Ansell & Gashの協働ガバナンスモデル
（Ansell & Gash（2008：550））を精緻化するこ
とを目的とする。協働ガバナンスモデルは2008
年までに発表された協働に関する論文をメタ分
析し，そこから協働の推進要因を抽出すること
で構築したモデルである。本論文では，協働ガ
バナンスモデル発表後，すなわち，2009年～
2017年までに発表された論文から協働の推進要
因を抽出し，協働ガバナンスモデルを更新する
ことで学術的・実務的な示唆を得る。
なお，Ansell & Gashの協働ガバナンスモデ
ルの発表以降，著者の管見の限りでは，日本で
もアメリカでも，アメリカで発表された協働に
関する文献の系統的レビューは行われていない。
2２　協働ガバナンスモデル
2008年にAnsell & Gashが，様々な分野（公
共衛生，教育，社会保障，国際関係，自然資源
等）における行政と市民セクターの協働に関す
る事例（137事例）を逐次比較法１によりメタ
分析し，協働を推進する共通の変数とその因果
関係を導出，それらをつなぎ合わせ，「協働ガ
バナンス」の一般的・標準的モデルを構築して
いる（図１）。また，協働ガバナンスにおける
定理も併せて提示している（表１）
Ansell & Gashの協働ガバナンスモデルにお
いて，協働は，
①　開始時の状態：
・公的機関と協働参加者，又は協働参加者
同士の力関係
・過去の関係性に基づく利害関係者の協働
参加への動機又は制約
②　協働プロセス：
公的機関と協働参加者，又は協働参加者
同士の対話により，信頼を構築し，協働プ
ロセスにコミットメントし，理解を共有して，
中間成果を達成するというプロセスの循環
③　最終成果
という３つのプロセスを繰り返し，協働リー
ダーによる「リーダーシップ」や協働の「運営
制度」が成否を左右するとしている。以下，
Ansell & Gash（2008）による協働ガバナンスモ
デルの各構成要素の説明を要約する。
１ ① いくつかの事例から最初のモデルを構築，② 
それを他の事例にあてはめ，適合するかをテス
ト，③ 適合しない場合，最初のモデルを両方に
適合するよう修正，④ ①～③を繰り返し，より
多くの事例が適合するモデルへと発展させる手法。
（1）開始時の状態
協働開始時における２つの状態が協働を促進
又は阻害する。１つが，協働参加者間で非難や
敵対した過去がある場合であり，もう１つが，
相互尊重や協力した過去がある場合である。１
つ目の場合においては，不信頼，不尊重，敵対
という問題を乗り越える必要がある。この開始
時の状態は，更に３つに分類される：力／資源
／知識の非対称，参加への動機／制約，過去の
協力／敵対の経緯である。
ア　力／資源／知識の非対称
仮に一部の協働参加者が他の参加者と同等の
能力，組織的背景，地位，資源等を有しない場
合，協働プロセスは力のある参加者に支配され
る傾向がある。特に，重要な参加者が組織を代
表できるだけのインフラを有さない場合，スキ
ル・専門性がない一部の参加者が高度に技術的
な議論についていけない場合，この力の不均衡
の問題がより顕在化する。
イ　参加への動機／制約
協働への参加はボランティアによるところが
大きいため，参加への動機を理解することは重
要である。具体的かつ有意義な成果に期待がで
きる場合，自身の目標の達成には他の参加者の
協力が必要である場合，参加への動機は増す。
逆に，力／資源／知識の非対称がある場合，協
働を単に形式的なものであると認識した場合，
単独や代替手段でも自身の目標を達成できる場
合，参加への動機は減じられる。
ウ　過去の協力／敵対の経緯
過去の協力／敵対の経緯は協働を促進／阻害
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開始時の状態
力／資源／知識の
非対称性
参加への
動機／制約
過去の協力／敵対
の経緯
（開始時の信頼度）
協働プロセス
信頼構築
プロセスへのコミットメント
・相互依存性に対するお互いの認識
・プロセスへの当事者意識の共有
・相互利益の探求への積極性
共通理解
・明確なミッション
・共通の課題設定
・共通の価値の特定
中間成果
・“スモール・ウィン”
・戦略計画
・成果の発見
対話
・誠実な交渉
成果
制度設計 ・参加の包括性
・フォーラムの排他性
・明確な基本原則
・プロセスの透明性
リーダーシップ
（エンパワメントを含む）
図１　協働ガバナンスモデル（Ansell & Gash（2008））
出所：協働ガバナンスモデルを著者が邦訳
表１　協働ガバナンスモデルの定理
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影響力／資源／
知識の非対称性
（定理1）・利害関係者間に影響力／資源／知識の不均衡があると，強力なアクターにより操作される傾向があり，重要な利害
関係者が有益な形で参加することができない。効果的な協働のためには，相対的に力の弱い利害関係者をエンパワーし，利害
を代表できるよう戦略を採る必要がある
参加への動機／
制約
（定理2）・仮に利害関係者が自身の目標を代替的手段により達成できる場合，参加への動機は下降する。その場合，その利害
関係者が自身の目標を達成するためには他の利害関係者の協力が必要である（相互依存的である）と感じている時のみ協働が
機能する
（定理3）・仮に協働プロセスが排他的なフォーラムである場合，参加への動機は増す
協力／敵対の経
緯
（定理4）・仮に利害関係者間に敵対の過去がある場合，（a）利害関係者間に高度の相互依存性があるか，（b）利害関係者間の
低度の信頼とソーシャル・キャピタルを修正するための前向きなステップが踏まれない限り，協働は成功しない傾向がある
リーダーシップ
（定理5）・利害関係者が，相互に敵対的で信頼関係が低いが，参加するインセンティブを有する場合，影響力の分配が比較的
平等であれば，各利害関係者が受容・信頼できる正直な仲介者の活躍により，協働ガバナンスは成功に向けて前進することが
できる。この正直な仲介者は，プロフェッショナルの調停者かもしれない
（定理6）・影響力の分配が非対称である場合，又は，利害関係者の参加するインセンティブが弱いか非対称である場合，協働
プロセスの開始時において様々な利害関係者の尊敬と信頼を集める強力な有機的なリーダーの存在により，協働は成功する可
能性が高まる。有機的なリーダーは，利害関係者のコミュニティの内から生まれる。そのようなリーダーの活用可能性は，地
域の事情に高度に付随している
運営制度の設計 ─
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信頼構築
（定理7）・仮に利害関係者間に敵対的な過去がある場合，政策立案者や利害関係者は，信頼構築に向けて時間をかけるべきで
ある。仮に彼らが必要な時間やコストを約束しない場合，彼らは協働を始めるべきではない
プロセスへのコ
ミットメント
（定理8）・仮に協働ガバナンスが強制的なものであっても，利害関係者から同意を得ることは協働プロセスの重要な側面であ
る
（定理9）・協働ガバナンス戦略は，今現在協力を必要としている状況において特に適している
共通理解 ─
中間成果
（定理10）・仮に敵対的な過去があり，信頼構築に向けて長期間のコミットメントが必要な場合，スモール・ウィンをつくりだ
す中間成果は特に重要である。仮にこのような状況下において利害関係者や政策立案者がスモール・ウィンを予期できない場
合，彼らは協働を始めるべきではない
対　話 ─
出所：Ansell & Gash（2008）の定理を著者が邦訳
4する。過去の協力は，ソーシャル・キャピタル，
高度の信頼等を形成し，協働の好循環を生み出
す。他方，過去の敵対は，不信頼，低コミット
メント，不誠実なコミュニケーション等を形成
し，協働の悪循環を生み出す。しかし，協働参
加者が高度に相互依存的（自身単独では目標を
達成できない状況）である場合，高度の敵対は
逆に参加への動機を形成する。
（2）リーダーシップ
リーダーシップは，協働参加者を同じテーブ
ルにつかせるために重要な要素である。また，
協働参加者間での基礎的なルールの形成，信頼
構築，議論のファシリテート，相互利益の探求
や，相対的に弱い参加者をエンパワーする場合
においても重要である。協働参加者の参加への
動機が弱く，力／資源／知識の非対称があり，
過去に敵対の経緯がある場合，リーダーシップ
はより重要になる。必要なリーダーシップは状
況により異なり，例えば，参加者間で不信頼が
ある場合，リーダーは“正直な仲介者（honest 
broker）”であることが求められる。
（3）制度設計
制度設計とは，手続的な合法性を確保するた
めの基本プロトコールや基礎的なルールのこと
である。
協働参加者の選定は一番に考えるべきルール
であり，全ての利害関係者を幅広く包括するこ
とは協働成功に向けた最初のステップである。
逆に，（仮に面倒な利害関係者でも）重要な利
害関係者の排除は協働失敗の主要な要因になり
得る。また，協働フォーラムが排他的（選ばれ
た人しか参加できない）である場合，参加者の
参加への動機は増す。
また，明確な基礎的ルールやプロセスの透明
性も重要である。協働参加者は公平性に敏感で
あり，自身の声が等しく結果に反映されている
か否かにより手続的合法性の有無を認識する。
明確な基礎的ルールは，協働参加者にプロセス
は公平・平等であると認識させる。プロセスの
透明性とは，検討が公開の場で行われており，
裏部屋における私的な約束に基づいて行われて
いないことである。
（4）協働プロセス
協働プロセスは，信頼構築，プロセスへのコ
ミットメント，共通理解，中間成果，対話に分
類される。
ア　信頼構築
協働参加者間における信頼構築は，協働プロ
セスを円滑に進め，協働参加者のコミットメン
トを高める。参加者間での信頼の欠如は，協働
開始時における一般的な状態である。仮に参加
者間に敵対の経緯がある場合，信頼構築は協働
初期における最も重要な局面である。信頼構築
は，時間がかかるプロセスであり，長期間のコ
ミットメントを要する。
イ　プロセスへのコミットメント
協働参加者のコミットメントの程度は協働の
成否を分ける重要な要因である。コミットメン
トは，協働参加時における元々の動機に影響を
受ける。従って，協働参加者が相互依存性を認
識し動機が増している場合，コミットメントは
高まる。また，当事者意識（ownership：自身
が意思決定の責任の一部を担っているという意
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識）が深まった時や，相互利益の探求に向けて，
他の参加者との（自身の考えや関心が尊重され
ているという）信頼関係が構築された時，手続
が明確・公平・透明であると認識された時など
にもコミットメントは涵養される。協働が強制
的に行われる場合，参加への動機は低く，コミッ
トメントの程度は低い。
ウ　共通理解
協働参加者は一緒に何を達成するか（言い換
えると，共通のミッションは何か）に関する共
通の理解を醸成する必要がある。そのためには，
共通の課題の設定，共通の価値の特定が必要で
ある。共通理解は，協働学習のプロセスによっ
て醸成される。
エ　中間成果
協働から得られる“スモール・ウィン（small 
win：小さな成功）”が具体的・有形・達成可能
で予期できる場合，協働が前向きに開始され，
（失敗に終わらずに）継続される傾向がある。
スモール・ウィンの達成は協働の推進力になり，
また，信頼構築，コミットメントの涵養等の好
循環を生み出す。中間成果として，スモール・
ウィンの設定，戦略計画の策定，成果の発見が
重要である。
オ　対　話
対面（face to face）での直接的なコミュニケー
ションは，相互利益の探求，コンセンサスの形
成のために必要である。また，信頼構築，相互
尊重，共通理解，プロセスへのコミットメント
を形成する過程において中心となるものであ
る。対面でのコミュニケ―ションを促進するた
めには誠実な交渉が重要である。
３　研究方法
協働プロセスの推進要因を抽出するため，本
論文では，協働に関する既存研究を系統的に整
理・ 統 合 す る 系 統 的 レ ビ ュ ー（Systematic 
Review）の手法を用いる。本レビューは日本財
団（2017：5）に沿って実施することとする。
本レビューで対象とする文献の範囲について
は，Liberati et al（2009：7-9）の基準に従うこ
ととする。①研究の分類（Type of studies）は，
アメリカ（例外的にそれ以外の国の発表論文を
取り上げることもある）で発表された「協働」
及び「協働ガバナンス」に関する研究のうち，
Ansell & Gash（2008）が提示している「協働ガ
バナンスモデル」の構成要素に関する研究を対
象とする。②テーマ（Topic）は，タイトルに
「Collaboration」又は「Collaborative」が含まれ
ている文献を対象とする。
「Collaborative」の方は，主に，「Collaborative 
Governance」，「Collaborative Management」，
「Collaborative Innovation」，「Collaborative 
Learning」等が含まれている文献を想定する。
従って，「Partnership」，「Network Governance」，
「Interactive Governance」，「Public Private 
Partnership」などは（文献の量が膨大になるた
め）対象範囲に含めていない。また，「Participatory 
Management」等の市民セクターが意思決定権
限を有さない市民参加（パブリック・コメント
での意見表明等）に関する研究については，「協
働」の定義から外れるという考えの下，対象と
していない。さらには，公的な組織間の協働
（Interorganizational collaboration やCross-sector 
collaborationと表現されることが多い），すなわ
6ち，市民セクターがアクターとして含まれてい
ない協働についても対象としていない。最後に，
自然資源など特定分野における協働に関する文
献は代表的なもののみを取り上げ，基本的には
汎用性のある協働一般に関する理論等を構築・
発展させている文献を対象としている。
③研究方法（Study design）は，理論研究と実
証研究の両方を対象とする。実証研究は，全ての
種類の方法─統計的手法，事例研究など─を対
象としている。④発表年（Year of publication）は，
上述のとおり，レビューを行う上でベースとなる
協働ガバナンスモデルが発表された2008年以降
（2009年から2017年（７月１日現在））に発表され
た比較的新しい研究を対象としている。⑤言語
（Language）は，英語で執筆された文献のみを対
象としている。最後に，⑥出版元の地位（Publication 
status）は，行政分野，政治分野，自然資源・環
境分野，リーダーシップ研究などにおける国際的
に認知されている査読付きの学術誌の掲載論文
及び著名な出版社の書籍を対象としている。従っ
て，研究内容の独自性や新規性，また，データ収
集法や分析方法の正確性などについては既に担
保されているという前提で対象文献としている。
文献の検索方法は，第１にはGoogle Scholar
で「関連ワード（Collaboration，Collaborative）」
と「発行年（2009年～2017年）」の組み合わせ
により検索，第２には「協働」及び「協働ガバ
ナンス」研究の掲載論文が多いアメリカの行政
分野のトップジャーナル２ ① Journal of Public 
Administration Research and Theory（１位），②Public 
Administration Review（２位），③Public Management 
２ Google Scholarのランキング（2017年７月１日時点）
https://scholar.google.co.jp/citations?view_op=top_
venues&hl=ja&vq=soc_publicpolicyadministration
Review（６位），④The American Review of Public 
Administration（９位）について，上記対象年に
掲載された論文を網羅的に調査，第３には既に
調査を終えた文献の参考文献リストからの抽出
により上記基準に該当する文献を検索した。
表２　本レビューで対象とする文献の基準
項　目
※Liberati et al（2009）
による
対象とする文献の基準
① 　研究の分類 
（Type of studies）
・原則としてアメリカで発表された「協働」
又は「協働ガバナンス」に関する研究
・Ansell & Gash（2008）の「協働ガバナン
スモデル」の構成要素に関する研究
② 　テーマ 
（Topic）
タイトルに「Collaboration」又は「Collaborative」
が含まれている文献を対象
③ 　研究方法 
（Study design）
・理論研究と実証研究の両方を対象
・実証研究は，全ての種類の方法─統計的
手法，事例研究など─を対象
④ 　発表年 
（Year of publication）
・2009年から2017年（７月１日現在）に発
表された比較的新しい文献を対象
⑤　言語（Language） 英語で執筆された文献のみを対象
⑥ 　出版元の地位 
（Publication status）
行政分野，政治分野，自然資源・環境分野，
リーダーシップ研究などにおける国際的に
認知されている査読付きの学術誌の掲載論
文及び著名な出版社の書籍を対象
（参考）検索の方法
①　Google Scholarで「関連ワード（Collaboration， 
Collaborative）」と「発行年（2009年～2017年）」
の組み合わせにより検索
②　「協働」及び「協働ガバナンス」研究の
掲載論文が多いアメリカの行政分野の
トップジャーナル４誌について，対象年
（2009～2017年）に掲載された論文を網羅
的に調査
③　既に調査を終えた文献の参考文献リス
トから上記基準に該当する文献を抽出
出所：著者作成
４　系統的レビューの結果
（1）「レビューの開始」
著者個人で行うこととする。
（2）「問い・手法」
前述のとおり，どうすれば協働の各プロセス
は推進されるのか，が問いであり，手法につい
ては，第３節で整理したとおりである。
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（3）「研究の収集」
表２の基準及び方法で検索をした結果，レ
ビューの対象となった文献は88本であった。そ
のうち行政分野のアメリカNo.1学術誌である
Journal of Public Administration Research and 
Theoryの掲載論文が最も多く（21論文），次い
でPublic Management Reviewが15論文，Public 
Administration Reviewが12論文，The American 
Review of Public Administrationが５論文，その
他の行政分野の学術誌が10論文であり，残りは，
Environmental ManagementやEcology and Society
といった環境分野の学術誌が10論文，その他（書
籍及び日本語論文を含む）が15文献であった。
年度別の文献数では，2008年が１本（Ansell 
& Gashの協働ガバナンスモデルが提示された
論文），2009年が10文献，2010年が12文献，2011
年が５文献，2012年が13文献，2013年が８文献，
2014年が７文献，2015年が12文献，2016年が12
文献，2017年が８文献であった。
（4）「質・妥当性の評価による選定」
対象文献88本について，全文もしくは抄録を
確認して更にスクリーニングを行い，本レ
ビューのベースとなるAnsell & Gash（2008）
の「協働ガバナンスモデル」のいずれかの構成
要素の推進要因について言及している文献24本
を最終的に選定した３。
３ 巻末に選定文献の一覧を掲載している。本論文
では，頁数の都合により，選定文献24本の一覧
しか示していない。本レビューの対象文献88本
すべてを確認される場合は小川（2017：60-65）
を参照。
（5）整理・統合
選定した24本の文献から抽出した協働プロセ
スの推進に資する理論・実証研究の結果を「協
働ガバナンスモデル」の構成要素ごとに整理・
統合し，「協働ガバナンスモデル」を精緻化・
更新する。
まずは，協働ガバナンスモデルの構成要素ご
とに選定論文の研究結果を見ていく４。
力／資源／知識の非対称
協働ガバナンスモデルの構成要素「力／資源
／知識の非対称」に関連する研究結果を抜き出
すと以下のとおりとなる。
著者名
（発表年）
研究結果
研究
方法
Ansell, Chris
（2012）
・合意のルールを決めることは，参加者間の
影響力の均衡化に前向きな影響を与え，相
互利益へのインセンティブをつくりだす
・少数派に決定権限を渡すことはネガティブ
な影響を与える
理論
研究
協働ガバナンスモデルにおいて，「力／資源
／知識の非対称」の細目は示されていない。本
レビューの結果より，制度設計の中で合意の
ルールを決めることが，参加者間の影響力の均
衡化に前向きな影響を与えることが示唆された。
参加への動機／制約
協働ガバナンスモデルの構成要素「参加への
動機／制約」の精緻化に資する研究結果はな
かった。
４ 本論文で示しているのは各文献の著者（発行年），
研究結果，研究方法のみであるが，それ以外に，
各文献の概要，調査国・地域，研究対象者，デー
タ収集方法・目的変数・説明変数・制御変数な
ども調査し，一覧表に整理している。本論文で
は頁数の都合により割愛する。
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協働ガバナンスモデルの構成要素「過去の協
力／敵対の経緯」の精緻化に資する研究結果は
なかった。
信頼構築
協働ガバナンスモデルの構成要素「信頼構築」
に関連する研究結果を抜き出すと以下のとおり
となる。
著者名
（発表年）
研究結果
研究
方法
Johnston,
Erik W.;
Hicks,
Darrin; Nan,
Ning &
Auer,
Jennifer C.
（2010）
・協働初期における参加人数を絞ることによ
り短時間で（信頼関係等の）強いグループ
を作ることができ，協働の成功の可能性が
高まる
・協働初期（計画段階から次の段階に移る前）
で参加者間の合意や信頼構築に十分な時間
をかけることで新しい参加者がグループを不
安定化させるリスクを最小化し，協働の成功
の可能性が高まる。逆に初期の失敗（紛争や
不完全な調整）は長期の問題を引き起こす
実証
研究
Leach,
William D.;
Weible,
Christopher
M.; Vince,
Scott R.;
Siddiki, Saba
N. &
Calanni,
John C.
（2013）
・他の参加者を信頼している参加者は，そう
でない参加者と比べて，より学び（知識獲得）
をし，その結果として，信念の変化を起こ
す
実証
研究
Oortmerssen,
Van A.; Lise,
Woerkum;
Van Cees
M.J. &
Aarts, Noelle
（2014）
・相互のインタラクションにより信頼関係が
強まる
・相互のインタラクションのパターン（ⅰよ
りオープンマインド，ⅱより応答的，ⅲよ
り早く）に応じて信頼関係の強化の度合い
も変化する
実証
研究
Siddiki,
Saba; Kim,
Jangmin;
Leach,
Williams D.
（2017）
・協働参加者が多様な場合において，社会的
学習を促進するためには，個人間の信頼関
係の構築が効果的である
実証
研究
Willem,
Annick &
Lucidarme,
Steﬃe
（2014）
・信頼の認識が効果的なネットワークを構築
するうえで主要な役割を果たす
実証
研究
協働ガバナンスモデルにおいて，「信頼構築」
の細目は示されていない。本レビューの結果よ
り，他の参加者を信頼している参加者はより知
識獲得をすること，協働参加人数を絞ることに
より短時間で参加者間の信頼関係を構築できる
こと，協働初期に信頼構築に十分な時間をかけ
ると協働の成功の可能性が高まること，相互の
インタラクションにより信頼関係が強まるこ
と，インタラクションのパターンにより信頼関
係の強化の度合いが異なること，個人間の信頼
関係の構築により中間成果である社会的学習，
すなわち，協働能力の獲得を促進すること，信
頼の認識が効果的なネットワークを構築するう
えで主要な役割を果たすことが示唆された。
プロセスへのコミットメント
協働ガバナンスモデルの構成要素「プロセス
へのコミットメント」に関連する研究結果を抜
き出すと以下のとおりとなる。
著者名
（発表年）
研究結果
研究
方法
Ansell, Chris
（2012）
・法的な権能，財政的インセンティブ，利害
関係者間の相互依存性の認識は，参加者の
コミットメントに影響を与える要因となる
理論
研究
Robertson,
Peter J. &
Choi,
Taehyon
（2012）
・利害関係者の利益に相反が大きくても，利
害関係者に自身の選好を調整する意思があ
る場合，それが逆に利害関係者の満足度の
向上を後押しする
・最も成功的な協働は，当初案の人気がなく，
利害関係者間の利益相反が大きいが，参加
者が，熟議に前向きであり，選好調整にも
意欲的な場合である
・協働リーダーは，当初案を熟議の加速に向
けたレバレッジとして活用することができ
る。また，利害関係者の選好調整を奨励す
べきである
実証
研究
協働ガバナンスモデルにおける「プロセスへ
のコミットメント」の細目は，「相互依存性に
対するお互いの認識」，「プロセスへの当事者意
識の共有」，「相互利益の探求への積極性」が示
されている。加えて，本レビューの結果より，「法
的な権能」，「財政的インセンティブ」もプロセ
スへのコミットメントに影響を与える要因とし
て示唆された。また，相互利益については「相
互利益の探求性の積極性」だけでなく，「自身
の選好を調整する意思」と「熟議」が重要であ
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り，それを協働リーダーが奨励すべきであるこ
とも示唆された。
共通理解
協働ガバナンスモデルの構成要素「共通理解」
に関連する研究結果を抜き出すと以下のとおり
となる。
著者名
（発表年）
研究結果
研究
方法
Bryer,
Thomas A.
（2009）
・行政官が住民との間で共通の目標を共有す
ればするほど，協働プロセスにおいて，行
政官は住民に対してより応答的になる
実証
研究
Morse,
Ricardo S.
（2010）
・共通目標を設定することで参加者間の多様
な知識を結びつけることができる
・真の熟議は統合を円滑にする
・真の統合を実現するためには共通の目標を
設定できるか否かにかかっている
実証
研究
Page,
Steohen
（2010）
・構造化された熟議は，市民や官僚，他の利
害関係者に当初の立場の相違を超えて共通
の目標を設定させ，それを達成するために
一緒に政策を立案・実施させる
・利害関係者間の共通理解は，新しいネット
ワークや実行能力を生まれさせ，それによ
り政策立案・成果が改善される
実証
研究
Spekkink,
Wouter A.H.
& Boons,
Frank A. A.
（2016）
・共通の土壌は協働開始前に精製されており，
それらが協働において選択される目的に影
響を与える
実証
研究
協働ガバナンスモデルにおける「共通理解」
の細目は，「明確なミッション」，「共通の課題
設定」，「共通の価値の特定」が示されている。
加えて，本レビューの結果より，共通の課題だ
けではなく，共通の目標を設定し，共有するこ
と，そのためには熟議が必要であることが示唆
された。また，共通理解の醸成により，新しい
ネットワークや実行能力が生まれ，それによっ
て成果が改善されること，共通理解は協働開始
前から精製されていることも示唆された。
中間成果
協働ガバナンスモデルの構成要素「中間成果」
に関連する研究結果を抜き出すと以下のとおり
となる。
著者名
（発表年）
研究結果
研究
方法
Kim,
Sangmin
（2016）
・ガバナンスの組織やコミュニケーションの
方法の相違が，協働の成果として異なるソー
シャル・キャピタルを構築する（草の根：
結束型，政府主導：橋渡し型）
実証
研究
Leach,
William D.;
Weible,
Christopher
M.; Vince,
Scott R.;
Siddiki, Saba
N. &
Calanni,
John C.
（2013）
・学びは協働における最も重要な有形の成果
の一つである
・同質の参加者よりも，多様な参加者がいた
方が，より学び（知識獲得）を促し，その
結果として，信念の変化（政策課題に対す
る新しい考え等）を促進する
・科学的・技術的能力が比較的低い参加者は，
能力が比較的高い参加者と比べて，より学
び（知識獲得）をし，その結果として，信
念の変化を起こす
・科学的な不確実性がある場合，そうでない
場合と比べて，より学び（知識獲得）を促し，
その結果として，信念の変化を促進する
・協働の参加期間が長い参加者は，そうでな
い参加者と比べて，より学び（知識獲得）
をし，その結果として，信念の変化を起こす
・参加者の学び（知識獲得）の程度は，参加
者の属性（年齢，性別，教育レベルなど）
による
・参加者間の合意を規範として強く有する参
加者は，より敵対的な方法による問題解決
を好む参加者と比べて，より学び（知識獲得）
をし，その結果として，信念の変化を起こす
実証
研究
Rogers, Ellen
& Weber,
Edward P.
（2009）
・協働の成果として，従来から中間成果とし
て扱われてきた協働能力の獲得等に加えて，
新しい３種類の成果：①政府機関の問題解
決能力の向上，②ソフト技術の発展・移転，
③コンプライアンスを超えた意思決定が協
働により得られる
実証
研究
協働ガバナンスモデルにおける「中間成果」の
細目は，「“スモール・ウィン”」，「戦略計画」，「成
果の発見」が示されている。スモール・ウィンの
内容については言及がないが，本レビューの結果
より，社会的学習（知識獲得），協働能力の獲得，
ソーシャル・キャピタル（結束型，橋渡し型の２つ）
などがスモール・ウィンであることが示唆された。
また，知識獲得をしやすい属性・条件について明
らかにされており，多様な参加者，科学的・技術
的能力が比較的低い参加者，協働の参加期間が
長い参加者，合意を規範とする参加者，科学的
な不確実性がある場合が知識獲得をしやすい属
性・条件とされているほか，知識獲得の程度は年
齢，性別，教育レベルによることも示唆されてい
る。また，知識獲得の結果，信念の変化を促進
することも報告されている。さらには，①政府機
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関の問題解決能力の向上，②ソフト技術の発展・
移転，③コンプライアンスを超えた意思決定も中
間成果として得られることが示唆されている。
対　話
協働ガバナンスモデルの構成要素「対話」に
関連する研究結果を抜き出すと以下のとおりと
なる。
著者名
（発表年）
研究結果
研究
方法
Heikkila,
Tanya &
Gerlak,
Andrea K.
（2016）
・協働参加者の知識の質量と参加への積極性
は相関関係があり，協働参加者の知識の構
築をした場合，より高いレベルの議論が行
われる傾向がある
・協働内部でのコミュニケーションは年と共
に減少する傾向にある
・協働内部でのコミュニケーションが増えれ
ば，積極的に協働に参加するという期待が
あるが，実際には両者はトレードオフの関
係にある
実証
研究
Ulibarri,
Nicola &
Scott, Tyler
（2017）
・高度に協働的なプロセスにおいては，参加
者間の互酬性が高く，ネットワーク密度が
低く，比較的少なく・密なコミュニケーショ
ンが見られた
・協働レベルが高いと，より密で双方向のコ
ミュニケーションが見られ，少数者により
会話が支配される傾向が低い
・協働レベルが低いと，より一方向で非対称
（積極的＋消極的）のコミュニケーションが
見られた
実証
研究
協働ガバナンスモデルにおける「対話」の細
目は，「誠実な交渉」が示されている。加えて，
本レビューの結果より，知識獲得により，信念
の変化を促進するだけでなく，より高いレベル
の議論が行われること，協働が長期間にわたる
とコミュニケーションが減少する傾向にあるこ
と，コミュニケーションの量と参加への積極性
はトレードオフの関係にあること，協働レベル
が高いとコミュニケーションの量は比較的少な
く，密度の濃い双方向のコミュニケーションが
見られることが示唆された。
制度設計
協働ガバナンスモデルの構成要素「制度設計」
著者名
（発表年）
研究結果
研究
方法
Ansell, Chris
（2012）
・協働のリーダーは，「ゲームのルール」に則っ
て，手続的な公平性を担保しなければなら
ない
・利害関係者の構成は重要である。できるだ
け多くの関係者を包摂した方がよい（利害
のある者・グループの代表を完全に包摂す
べき）という文献と大きいグループだと協
働が難しくなるという文献がある
・参加者は，教育レベルが高く，スキル，資
源がある方がより積極的に協働に参加し，
参加を継続する傾向がある
理論
研究
Choi,
Taehyon & 
Robertson, 
J.Peter（2013）
・「意思決定ルール」よりも「熟議」の方が，
合意形成の成功や意思決定の質の決定に重
要である（ただし，意思決定ルールは，熟
議の価値を高める可能性がある）
・圧倒的多数の法則（Supermajority rule：参加
者が同水準の影響力を有する場合）は，熟
議の回数に関係なく，合意形成における熟
議の効果を最大化し，意思決定の公平性を
生み出す。
・運営制度や熟議の水準に関係なく，意思決
定における一定程度の不公平さが生じるこ
とは不可避である。
・熟議に基づく合意は，異なる視点を一致さ
せるプロセスを含んでいる。これは，力が
ある参加者による力がない参加者の単なる
同化とは異なる。
実証
研究
Crosby,
Barbara C.;
Hart, Paul’t &
Torfing,
Jacob
（2017）
・次のような革新資産を有する参加者を確保
するべき（全ての市民を巻き込む必要はな
い）
─課題に対して異なる観点から意見を述べる
ことができる人々
─課題に対して実際に責任を有している人々
─創造的なアイディアを有し，柔軟で現実的
な方法によりそれを追求できる人々
─多様な提案を統合し，幅広い連携を構築で
きる人々
─能力があり，試案の実験を喜んで行う人々
─仕事をやり遂げる人々
理論
研究
Doberstein,
Carey
（2016）
・参加者の①水平的な関係性，②熟議，③多
様性により官僚の干渉を小さく抑えること
ができる（真に協働による意思決定が可能）
実証
研究
Johnston, Erik
W.; Hicks,
Darrin; Nan,
Ning & Auer,
Jennifer C.
（2010）
・協働初期における参加人数を絞ることによ
り短時間で（信頼関係が構築された）強い
グループを作ることができ，協働の成功の
可能性が高まる
実証
研究
Kim, Sangmin
（2016）
・協働の運営制度の設定が不十分であると，
協働プロセスの合法性が批判にさらされる
実証
研究
Leach,
William D.;
Weible,
Christopher
M.; Vince,
Scott R.;
Siddiki, Saba
N. & Calanni,
John C.
（2013）
・同質の参加者よりも，多様な参加者がいた
方が，より学び（知識獲得）を促し，その
結果として，信念の変化（政策課題に対す
る新しい考え等）を促進する
・協働プロセスは手続的に公平であると信じ
ている参加者は，そうでない参加者と比べ
て，より学び（知識獲得）をし，その結果
として，信念の変化を起こす
・参加者の学び（知識獲得）の程度は，参加
者の属性（年齢，性別，教育レベルなど）
による
実証
研究
Scott, Tyler
& Thomas,
Craig
（2015）
・異なる組織から同じ協働事業に参加するこ
とにより，組織間でのネットワーク形成も
進み，情報共有や連絡調整，共同の事業実
施が進む
・ただし，協働参加者が多い場合にはネット
ワーク形成の効果が弱まる
実証
研究
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に関連する研究結果を抜き出すと以下のとおり
となる。
協働ガバナンスモデルにおける「制度設計」
の細目は，「参加の包括性」，「フォーラムの排
他性」，「明確な基本原則」，「プロセスの透明性」
が示されている。参加の包括性については，本
レビューの結果より，利害のある個人・団体の
代表を完全に包摂し，多様性は確保しつつ，人
数はできるだけ絞り込んだ方が望ましいこと，
参加者の属性としては，何よりも革新資産を有
する参加者を確保すること，また，ネットワー
クを有し，教育レベルが高く，スキル，資源が
ある方が望ましいことが示唆された。明確な基
本原則については，それにより手続的な合法性
を確保すること，意思決定（合意）のルールを
設定し，意思決定の公平性を担保することの重
要性が示唆された。また，協働の参加者が，単
に所属組織の代表ではなく，参加者個人の専門
性を生かせる自由度（自由裁量）を有すことが
できるよう制度を設計する必要があることも示
唆された。
リーダーシップ
協働ガバナンスモデルの構成要素「リーダー
シップ」に関連する研究結果を抜き出すと以下
のとおりとなる。
著者名
（発表年）
研究結果
研究
方法
Ansell, Chris
（2012）
・協働のリーダーは，相対的に力の弱い参加
者を力づけ，協働プロセスに真の意味で参
加できるようにすべき
・協働のリーダーは，「ゲームのルール」に則っ
て，手続的な公平性を担保しなければなら
ない
理論
研究
Crosby,
Barbara C.;
Hart, Paul’t
& Torfing,
Jacob
（2017）
・協働のリーダーは，（これまでリーダーに必
要であるとされていた）自身のアイディア
やビジョン，変革能力よりも，経験・アイ
ディア・創造性・勇気・権限・合法性など
の革新に必要な資産を有する幅広いアク
ターを統合する能力が求められる（統合的
リーダーシップ（Integrative Leadership）
理論
研究
Morse,
Ricardo S.
（2010）
・ネットワークの中心にいる人が統合的リー
ダーの役割を果たし得る
実証
研究
Nowell,
Branda;
Izod, Anne
M.;
Ngaruiya,
Katherine M
& Boyd, Neil
M.（2016）
・SOC-R（コミュニティに対する責務に関す
る指標）は協働リーダーシップと強い関連
性を示した
・PSM（公共サービスに対するモチベーショ
ンに関する指標）はどのリーダーシップ指
標とも関連性を示さなかった
・しかし，PSMはSOC-Rと強い関連性を示し，
PSMは協働リーダーシップの指標と間接的
に影響があることを示した
実証
研究
Page,
Steohen
（2010）
・協働リーダーは，協働の状況や利害関係者
の解釈が時間の経過とともに変化すること
を予期すべきであり，その変化に対応し，
失敗や予期せぬ発展を埋め合わせるために
戦略を改めないといけない
・継続的な統合的リーダーシップが長期にわ
たる協働の成果を維持するために必要である
実証
研究
協働ガバナンスモデルにおける「リーダー
シップ」の細目は示されていない。本レビュー
の結果より，相対的に力の弱い参加者をエンパ
ワーすること，手続的な公平性を担保すること，
変化に対応し，戦略を改めることが重要な役割
であることが示唆された。また，（これまでリー
ダーに必要であるとされていた）自身のアイ
ディアやビジョン，変革能力よりも，革新に必
要な資産を有する幅広いアクターを統合する能
力，すなわち統合的リーダーシップが継続的に
求められること，統合的リーダーシップを担え
るのは，ネットワークの中心にいる者であり，
コミュニティ協働においては，コミュニティに
対する責務や公共サービスに対するモチベー
ションを有する者であることも示唆された。
著者名
（発表年）
研究結果
研究
方法
Siddiki, Saba;
Carboni,
Jullia; Koski,
Chris &
Sadiq, Abdul-
Akeem
（2015）
・協働の参加者が，単に所属組織の代表でし
かない場合ではなく，参加者個人の専門性
を政策立案に生かせる自由度（自由裁量）
がある場合において，協働参加者が多様で
あると協働がより生産的になる
・より幅広い食料政策関係者と繋がりのある
FPCs（米国の委員会の１つ）は，より多様
な政策アウトプットを創出する，ただし，
それは，委員会メンバーが個人の利益を代
表しているのか，それとも組織の利益を代
表しているのかで加減がある
実証
研究
Vangen, Siv
（2017）
・協働参加者の文化的多様性は，特有の緊張
を生み出すものの，むしろ協働を活性化す
る可能性がある
実証
研究
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成　果
協働ガバナンスモデルの構成要素「成果」に
関連する研究結果を抜き出すと以下のとおりと
なる。
著者名
（発表年）
研究結果
研究
方法
Rigg, Clare
& O’
Mahony,
Noreen
（2013）
・中央政府による省庁を超えた監視なしでは，
地域レベルの協働は限定的な効果しか生ま
ない
実証
研究
Scott, Tyler
& Thomas,
Craig
（2017）
・一つの協働ガバナンスから便益を受けるア
クターは，他の協働ガバナンスからも便益
を受ける傾向がある。すなわち，協働ガバ
ナンスは，公平的に資源を分配するよりも
既存の不公平を強化する可能性があること
を示唆する
・協働ガバナンスはネットワーク資源へのア
クターのアクセスを改善しようとしている
が，逆に既存の不公平を強化することも起
こり得る
実証
研究
協働ガバナンスモデルにおける「成果」の細
目は示されていない。本レビューの結果より，
政府のモニタリングが協働の効果を高めるこ
と，資源分配の公平性により配慮する必要があ
ることが示唆された。
協働ガバナンスモデルの発表後に発表された
上記の研究結果により，協働ガバナンスモデル
は図２のとおり精緻化・更新される（アンダー
ライン部分が追加した箇所である）。以下，追
加した箇所について説明する。
精緻化された協働ガバナンスモデル（図２）
開始時の状態
開始時の状態については，過去の協力／敵対
の経緯により協働開始前から（信頼関係だけで
なく）共通理解が醸成されているという研究結
果を踏まえて「・共通理解」を追加している。
協働プロセス
協働のプロセスについては，協働当初におい
て信頼構築に十分な時間をかけることが参加者
間の信頼関係の構築に重要であるという研究結
果を踏まえ，信頼構築の細目として，「（協働当
初）十分な時間の確保」を追加している。また，
信頼関係構築に向けて重要であるとされた
「オープンマインド」，「応答的」，「迅速」なコミュ
ニケーション追加している。さらには，信頼構
築は，プロセスのコミットメントだけでなく，
共通理解，ネットワーク構築，中間成果のどれ
にとっても重要な要因であるという研究結果を
踏まえて，信頼構築からの→を（プロセスのコ
ミットメントだけでなく）共通理解，ネットワー
ク構築，中間成果それぞれに繋げている。
プロセスのコミットメントの細目として，「法
的な権能」，「財政的なインセンティブ」を追加
しているほか，相互利益の探求のためには「自
身の選好を調整する意思」が重要であることを
追加している。
共通理解の細目として，ミッションや課題，
価値について参加者間で共通理解をもつだけで
はなく，参加者間で「共通の目標」を設定する
ことが重要であることを追加している。また，
共通理解は水平的ネットワークの構築を促すた
め，共通理解の下に「ネットワーク構築」とい
う構成要素を新たに追加している。
中間成果の細目として，スモール・ウィンを
特定しており，具体的には，「ソーシャル・キャ
ピタルの醸成」，「協働能力・実施能力の獲得」，
「知識獲得→信念の変化」を追加している。
対話の細目として，「双方向のコミュニケー
ション」を追加している。
制度設計
制度設計については，参加の包括性をより具
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体的に説明しており，「利害のある個人・グルー
プの代表を完全に包括」すること，「多様な参
加者を確保」すること，「革新資産を有する参
加者を確保」すること，「高い教育レベル，ス
キル，資源を有する参加者を確保」すること，
参加者数を適切に管理し，協働当初は人数を絞
りこんだ方がよいという研究結果を踏まえて，
「参加者数の適切な管理（協働当初は人数を制
限）」を追加している。また，明確な基本原則
をより具体的に説明しており，「手続・意思決
定の公平性」，「個人の裁量」の重要性を追加し
ている。さらには，「行政によるモニタリング」
が重要であることも追加している。
リーダーシップ
リーダーシップについては，どのようなリー
ダーシップが求められるのか，その具体的役割
を明記しており，「継続的な統合的リーダーシッ
プ」，「運営制度を参加者に遵守させる」を細目
として追加している。
熟　議
協働プロセスのどの場面においても，熟議の
重要性に言及している研究が多かったことか
ら，「熟議」という構成要素を新たに追加し，
協働プロセスのあらゆる局面に→を繋げた上
で，「構造化された真の熟議」という細目を追
加している。
成　果
最後に，成果については，具体的な成果，考
慮すべき点を明記しており，「政策パフォーマ
開始時の状態
力／資源／知識の
非対称性
参加への
動機／制約
過去の協力／敵対
の経緯
（開始時の信頼度・共通理解）
協働プロセス
信頼構築
・（協働当初）十分な時間の確保
・ｵｰﾌﾟﾝﾏｲﾝﾄﾞ，応答的，迅速
プロセスへのコミットメント
・相互依存性に対するお互いの認識
・プロセスへの当事者意識の共有
・相互利益の探求への積極性
－自身の選好を調整する意思
・法的な権能，財政的なインセンティブ
共通理解
・明確なミッション
・共通の目標・課題の設定
・共通の価値の特定
中間成果
・“スモール・ウィン”
－ソーシャルキャピタルの醸成
－協働能力・実施能力の獲得
－知識獲得 → 信念の変化
・戦略計画
・成果の発見
対話
・誠実な交渉，双方向のｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ
成果
制度設計 ・参加の包括性
－利害のある個人・グループの代表を完全に包括
－多様な参加者を確保
－革新資産を有する参加者を確保
－高い教育レベル，スキル，資源を有する参加者を確保
－参加者数の適切な管理（協働当初は人数を制限）
・フォーラムの排他性
・明確な基本原則（手続・意思決定の公平性，個人の裁量）
・プロセスの透明性
・行政によるモニタリング
リーダーシップ
（エンパワメントを含む）
水平的なネットワーク構築
・政策パフォーマンスの向上
・公平な資源の分配
・継続的な統合的リーダーシップ
・運営制度を参加者に遵守させる
熟議
・構造化された真の熟議
図２　本レビューの結果を踏まえて精緻化した協働ガバナンスモデル
出所：Ansell & Gashの協働ガバナンスモデルに著者がアンダーライン部分を追記
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ンスの向上」と「公平な資源の分配」を細目と
して追加している。
この精緻化された協働ガバナンスモデルの各
構成要素が，すなわち，協働の各プロセスにお
ける推進要因であり，最新の知見に基づいた学
術的・実務的示唆である。
５　終わりに
本論文では，協働研究の先進地であるアメリ
カで近年発表された協働に関する文献（88本）
を系統的レビューし，その結果を踏まえて，
Ansell & Gashの協働ガバナンスモデルを精緻
化することで，協働の各プロセスにおける推進
要因に関する学術的・実務的示唆を得てきた。
本論文の提出は2019年４月だが，2017年７月
までの文献しか対象に含められなかったことは
今後の課題である。例えば，協働に関する研究
の 第 一 人 者 で あ るGray, BarbaraとPurdy, Jill 
M.が協働に関する共著を発刊するなど，この
間，様々な文献が発表され，最新の知見が示さ
れていると考えると，それらを本論文で示せな
かった悔しさが残るが，時間的な関係で難し
かった。今後も引き続き，アメリカの最新の文
献をフォローしていきたいと考えている。
〔投稿受理日2019. 6. 14／掲載決定日2019. 7. 11〕
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